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※ 2024年2月6日時点の内容です。



自己紹介

三島 幹雄（みしま みきお）

特定社会保険労務士

サードプレイス社会保険労務士法人 代表社員

サードプレイス・ネットワーク株式会社 代表取締役

株式会社全国労務診断協会 代表取締役

• 1977年生まれ、広島県福山市出身。大手介護会社の人事部門を経て、29歳で三島幹雄社会保険労務士事
務所（現 サードプレイス社会保険労務士法人）を開設。介護・医療・福祉業界を中心に活動中。近年は、
企業の労働環境を診断し、その改善・問題発生の予防までをクラウド上で一元管理する「労務監査クラウ
ド」の開発、「特定技能」ビザを活用したクリーンな形での外国人就労のスキーム構築など、企業のホワ
イト化を推進するための幅広い問題解決サービスを提供している。

• 著書 「介護職員処遇改善加算取得・活用ハンドブック」 2020年1月
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～2024年介護報酬改定等を踏まえて～

１部：社労士が介護事業所に行う人事労務の支援

２部：キャリアパスの仕組みづくりと賃金制度

2



3

現在の処遇改善加算おさらい（全体像と処遇改善）
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各加算の位置づけ、組み合わせ

処遇改善加算 のみ

処遇改善加算 + 特定加算

処遇改善加算 + ベースアップ等加算

処遇改善加算 + 特定加算 + ベースアップ等加算

特定加算 のみ

ベースアップ等加算 のみ

特定加算 + ベースアップ等加算

○
処遇改善加算
を取得してお
り、選択可能
な組み合わせ

×
処遇改善加算
を取得してお
らず、選択で
きない組み合
わせ

処遇改善加算なしで他の加算は取得できない  
処遇改善に係る加算全体の中で核となるのが介護職員処遇改善加算（以下「処遇改善加算」）

です。処遇改善加算を取得していないと、介護職員等特定処遇改善加算（以下「特定加算」）と
介護職員等ベースアップ等支援加算（以下「ベースアップ等加算」）は取得できません。
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キャリアパス要件（処遇改善加算）
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職場環境等要件（処遇改善加算）
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現在の処遇改善加算おさらい（特定処遇改善加算）
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算定要件（特定処遇改善加算）
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賃金改善のルール（特定処遇改善加算）

賃金改善

次のグループ分けをしたうえで賃金改善を行う。

Aの賃金改善は、該当者がいる限り必須です。
A・B・Cのグループ間の平均賃金改善額は、A・B間は「A＞B」、BとCの比率は

「１：0.5以下」（注）としなければなりません。

A 経験・技能のある介護職員
介護福祉士であって、経験・技能を有する介護職員と認められる者をいう。
具体的には、介護福祉士の資格を有するとともに、所属する法人等における
勤続年数 10 年以上の介護職員を基本としつつ、他の法人における経験や、
当該職員の業務や技能等を踏まえ、各事業者の裁量で設定することとする。

B 他の介護職員（Aに該当しない介護職員）
経験・技能のある介護職員を除く介護職員をいう。

C その他の職種（介護職員以外の職員）
介護職員以外の職員をいう。

（注）Cの平均賃金額がBの平均賃金額を上回らない場合は、柔軟な取扱いを認
め、両グループの平均賃金改善額が等しくなる（１：１）までの改善が可能。

処遇改善加算と異なり、介護職員以外の賃金改善が可能
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現在の処遇改善加算おさらい（ベースアップ支援加算）
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算定要件・賃金改善のルール（ベースアップ加算）

趣旨

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年 11 月 19 日閣議
決定）を踏まえ、令和４年 10 月以降について令和４年度介護報酬改定を行い、
介護職員の収入を３％程度（月額 9,000 円相当）引き上げるための措置を講じ
るため、介護職員等ベースアップ等支援加算（以下「ベースアップ等加算」と
いう。）を創設。

算定要件

次の要件をすべて満たすこと

・ベースアップ等要件
賃金改善の合計額の３分の２以上は、基本給又は決まって毎月支払われる手

当の引上げに充てること。

・処遇改善加算要件
処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定していること（ベースアッ

プ等加算と同時に処遇改善加算に係る計画書の届出を行い、算定される場合を
含む。）。

対象とな
る職種

・介護職員

・その他の職員（事業所の判断により、他の職員の処遇改善にこの処遇改善の
収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める）

処遇改善加算と異なり、介護職員以外の賃金改善が可能。その他の職員の賃金
改善を行う場合も、特定加算のような厳密な配分ルールはない。
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 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_36608.html

本日の資料の主な引用

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_36608.html
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 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37407.html

本日の資料の主な引用

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_37407.html


2024年は大変革期

２月
２月から５月まで介護職員処遇改善支援補助金ができる
病院・有床診療所の介護スタッフ（看護補助者）にも予定有

4月～５月
4月と5月は原則として現行の３つの処遇改善加算のまま
これは処遇改善の報酬改定が今回から6月に変更されたため

6月 処遇改善加算の一本化
処遇改善加算の一本化と職種配分ルールの緩和

今後 介護事業所でも財務諸表の公表義務化が開始
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→計画書4/15、6月以降は一本化後の加算に組み込まれる15

■２月から５月まで介護職員処遇改善支援補助金ができる



16

■２月から５月まで介護職員処遇改善支援補助金ができる



17

■２月から５月まで介護職員処遇改善支援補助金ができる

賃金改善実施期間に合わせて給与・賞与で支給する！
例：賃金改善実施期間が2ケ月遅れの場合は2月分は4月に支払う
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■２月から５月まで介護職員処遇改善支援補助金ができる



2月からはじまる新交付金は、病院・有床診療所の介護職員（看
護補助者といいます）にも適用するという議論がありますが、確
定情報は発出されておらず今後要注意です。

介護業界は2009年から処遇改善に対応しているが、医療業界で
は今回が初めてのため混乱が予想されます。
診療報酬改定では看護師や勤務医の給与待遇改善（当然他の職種
も）が大きなテーマになるため、病院や有床診療所ではキャリア
パスや賃金の見直しが必要になりそうです。
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■補足
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■4月と5月は原則として現行の３つの処遇改善加算のまま
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■処遇改善加算は６月に介護報酬改定

介護報酬改定の施行日

2024年4月

訪問介護
訪問入浴介護
通所介護
短期入所生活介護
短期入所療養介護
特定施設入居者生活介護
福祉用具貸与
居宅介護支援
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護医療院

定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護
地域密着型通所介護
認知症対応型通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者
生活介護
看護小規模多機能型居宅介護

2024年6月

訪問看護
訪問リハビリテーション
通所リハビリテーション
居宅療養管理指導

処遇改善加算関連
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■計画の届出時期に注意

■介護職員処遇改善支援補助金
計画の届出は4/15

■2024年４月～5月分
計画の届出は4/15

■2024年6月以降分
未発表
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■6月 処遇改善加算の一本化
処遇改善加算の一本化と職種配分ルールの緩和
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■現在の算定状況
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■令和６年１月22日答申内容
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■現行の３加算の要件



27

■1本化後（介護職員等処遇改善加算）の考え方
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■今の要件とどう変わるのか
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■令和６年１月22日資料より
加算率アップの詳細
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■令和６年１月22日資料より
新加算の構造
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■月額給与を手厚く
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■現在の職場環境等要件
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■変更後の職場環境等要件案
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 https://www.mhlw.go.jp/kaigoseisansei/index.html

■生産性向上への取り組みにはポータルサイトが作られている
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■ガイドラインの取組み例
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■新加算への移行猶予（案）



・3つの処遇改善加算が1本化されることは
（法人の考え方にもよりますが）要件がかわるため、これまで作成・運用して
きたキャリアパスや賃金の仕組みは再検討や修正が必要になります。介護職員
に集中的に分配する制限があったこれまでの制度を一般企業と同じように会社
全体の人事賃金制度に作り替えられるという意味では支援する機会が大幅に増
えます。ただし、現在介護職員に支給している賃金を減額できるわけではない
ため、他の職種の賃金アップのためには新処遇改善加算の利用（介護報酬が
アップする分）や有資格者を増やして他の加算をとっていくことで原資を生む
必要があります。

・次の事業所は大変です。
キャリアパスや賃金の仕組みをつくっていない法人（研修や資格取得支援のみ）

これまで主に一時金で賃金改善を行ってきた法人

・キャリアパスや賃金制度の改定とともに就業規則の改定が必須となります。
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■社労士の人事労務の支援



■すでに社会福祉法人や医療分野で行われている財務諸表の公表
義務が介護サービス事業所でも求められます。医療分野において
は事業所別収支や職種別賃金を求められているようで、今後の介
護事業所は決算への影響のほか、事業所・部門・職種などに対応
して給与計算が必須となりそうです。
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介護事業所でも財務諸表の公表義務化が開始



～2024年介護報酬改定等を踏まえて～

１部：社労士が介護事業所に行う人事労務の支援

２部：キャリアパスの仕組みづくりと賃金制度
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処遇改善加算・特定処遇改善加算
の目的はかわらない

処遇改善加算と特定処遇改善加算は、介護職員（等）の賃金改
善に使途を限定した介護報酬の加算

40

介護職員処遇改善加算 → 介護人材の増加、職場定着

介護職員の資質向上を図り、働きやすい職場環境を整備した介護事業所に介護職
員の賃金に充てるための介護報酬の加算を与える。これにより介護人材の増加と職
場定着を図る。この加算による賃金改善の対象は、介護職員に限定される。

介護職員等特定処遇改善加算 → 専門性の高い人材の確保

介護職員処遇改善加算に加え、経験・技能のある介護職員（専門性の高い人材）
にもう一段高い賃金水準を実現して、他の業界に流出することを防ぐ。一定の条件
の下、介護職員以外の職員にこの加算の一部を使った賃金改善を行うことができる。

処遇改善加算も特定処遇改善加算も、受けた金額以上を介護職員等の賃金改善に充てなけれ
ばならないので、これを受けても介護事業所が儲かるわけではない。これらを使って職員を確
保し、資質向上を図ることで使途に限定のない基本報酬や加算のアップを目指す。

処遇改善加算の１本化後も
基本的な目的はかわらない

↓
他の職種も同様の考え方で展開
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１本化後の要件は③までキャリアパス

全職種のキャリアパスを
「定着と育成」を目的にすると

良いのではないか？
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経過措置が複雑
できれば6月からの新制度を目指

したほうがよさそうですが、
法人の考え方や状況によるいつ見直しを行うか
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事業所に合ったキャリアパス
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ベースとなる4段階と職位の例

基本的な考え方はかえない

他の職種も同様の考え方で展開
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小規模事業所のキャリアパス例



ベースとなる4段階の職位「新人」「一人前」「リーダー」「マネジャー」
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職位 

レベル 
職位 職位のイメージ 

キャリア 

コース 

４ 管理職 マネジャー 
担当組織のマネジメントを行うマネ

ジャーレベル 管理職 

コース 
３ 管理職補佐 

管理職候補のチームリ

ーダー 

同僚、後輩を率いて組織目標の達成

に貢献できるチームリーダーレベル 

４ 指導職 エキスパート 
介護のプロといえる高度な知識・経

験を有する指導者レベル 専門職 

コース 
３ 専門職 現場リーダー 

豊富な経験を有し、高度な業務に対

応できる介護部門のリーダーレベル 

２ 中級介護職 一人前 
基礎的な知識・スキルを有し、独力

で担当業務を遂行するレベル 
 

１ 初級介護職 新人 
上司や先輩の指導を受けながら基礎

的な業務に従事するレベル 

 特定加算の「経験・技能のある介護職員」に相当する職位で、介護福祉士資格の保有
が必須。管理職は、介護サービスに従事せず介護職員とは言えないので、除いている。
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介護福祉士は引き続き重要
介護職員以外の職種区分とは
介護職・看護職・事務職・

専門職etc介護福祉士の重要性、その他の職種



種類 概要

キ
ャ
リ
ア
パ
ス
要
件

Ⅰ 職位・職責・職務内容に応じた任用要件と賃金体系の整備をすること

Ⅱ 資質向上のための計画を策定して、研修の実施または研修の機会を設けること

Ⅲ

経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準に基づき定期に昇給を判
定する仕組みを設けること。

キャリアパス要件Ⅲによる昇給の仕組みの例

○ 「勤続年数」や「経験年数」などに応じて昇給する仕組み

○ 「介護福祉士」や「実務者研修修了者」などの取得に応じて昇給する仕組み

○ 「実技試験」や「人事評価」などの結果に基づき昇給する仕組み

職場環
境等要
件

届出に係る計画の期間中に実施する処遇改善（賃金改善を除く。）の内容を全ての介
護職員に周知していること。
処遇改善加算だけなら全区分の中から1つ以上を満たせばよいが、特定加算の算定を
受けるなら6つの区分から各1つずつ満たすことが求められる。

処遇改善加算の賃金に関する要件
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骨格は大きくかわらない
等級は職種に関わらず一律

賃金は手当で差を設け
評価は評価表を分ける
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賃金体系の整備と昇給の仕組みづくり
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賃金改善の考え方について
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加算Ⅰにはキャリアパス要件Ⅲが必要
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キャリアパス要件Ⅲのイメージ図
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440万の年収しばりがⅡに設け
られている点がポイント

他職種の賃金年額設定を検討？キャリアパスと賃金の新たな論点
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これまでの賃金改善を積算する
と新加算Ⅳの1/2相当を改善す
ることは難しくない。採用のた
めどこまで月額を上げられるか

時間外手当の増額は課題。賃金の新たな論点



特定処遇改善加算の賃金に関する要件

55

A・B・Cのグループ間の平均賃金改善額は次のとおり

A・B間は「A＞B」、BとCの比率は「１：0.5以下」

上記の図の「＜現行＞」は、令和3年3月以前の報酬改定前の配分ルールで、AとBの比率は「2以上：1」
であったが、令和3年4月以降の「＜改定後＞」は「A＞B」となった。これにより、介護職員に対して、従
来よりも柔軟に特定加算を配分できるようになった。

A/B/C
の区分そのものを考え直す

※ＡBＣの考え方はなくなるが基
本的にはこれをベースにする？



特定処遇改善加算の賃金に関する要件

月額平均8万円以上の賃金改善
・賃金改善実施期間における月額平均の賃金改善額が8万円以上となることが必要
・処遇改善加算の賃金改善分とは別に判断する
・法定福利費等の増加分を含めて判断可能

年額440万円以上の賃金改善
・年額440万円は、処遇改善加算による改善額を含めて判断
・年額440万円は、手当等を含めて判断
・年度途中から特定加算を算定するときは、12か月間加算を算定していれば、年額440万円以上と

見込まれる場合、要件を満たすものとして差し支えない
・現に年額440万円以上の者は、「月額8万円または年額440万円以上の賃金改善を行う人数」に含めてよい
・社会保険料等の事業主負担その他の法定福利費等は含まずに判断

例外的な取扱い
・以下の場合は、「月額平均8万円または年額440万円以上の賃金改善」の条件を満たさなくても

よい
小規模事業所で特定加算が少額である場合
職員全体の賃金水準が低い事業所などで、直ちに一人の賃金を引き上げることが困難な場合
8万円等の賃金改善を行うにあたり、これまで以上に事業所内の階層、役職やそのための能力・処遇

を明確化することが必要になるため、規程の整備や研修・実務経験の蓄積などに一定期間を要する場合
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「A 経験・技能のある介護職員」のうち1人以上は、

月額平均8万円または年額（年収）440万円以上の賃金改善が必要

月額平均８万円のコースはなく
なるため年収設定の制度が

可能となる



ベースアップ等支援加算の
賃金に関する要件
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趣旨

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年 11 月 19 日閣議
決定）を踏まえ、令和４年 10 月以降について令和４年度介護報酬改定を行い、
介護職員の収入を３％程度（月額 9,000 円相当）引き上げるための措置を講
じるため、介護職員等ベースアップ等支援加算（以下「ベースアップ等加算」
という。）を創設。

算定要件

次の要件をすべて満たすこと

・ベースアップ等要件
賃金改善の合計額の３分の２以上は、基本給又は決まって毎月支払われる手

当の引上げに充てること。

・処遇改善加算要件
処遇改善加算(Ⅰ)から(Ⅲ)までのいずれかを算定していること（ベースアッ

プ等加算と同時に処遇改善加算に係る計画書の届出を行い、算定される場合を
含む。）。

対象とな
る職種

・介護職員

・その他の職員（事業所の判断により、他の職員の処遇改善にこの処遇改善の
収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める）

厚生労働省「介護職員処遇改善加算・介護職員等特定処遇改善加算・介護職員等ベースアップ等支援加算の概要」より

6月以降は新加算Ⅳの1/2要件が
加わり月額給与での賃金改善が

ベースとなる。



職種・役職・役割

（職種手当）

第×条 職種手当は、職種に応じて求められる職務・職責を担う場合に支給する。

２ 職種手当の対象となる職種及び職種に応じた月給制の手当額は別表５に定める。

（役職手当）

第×条 役職手当は、法人が認める役職に就く正職員又は再雇用職員Ａ（限定正職員
、特定技能職員は対象外）が負う役割への責任及び業務量等に対して支給する。

２ 役職手当の対象となる役職及び役職に応じた手当額は別表６に定める。

（役割手当）

第×条 役割手当は、役割に応じて求められる職責等を担う正職員又は再雇用職員Ａ
（限定正職員、特定技能職員は対象外）に対して支給する。

２ 役割手当の対象となる役割と、役割に応じた手当額は別表７に定める。
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介護職、ケアマネジャー、看護職などの月額給与の職種別調整

組織における役職

組織における役職ではないリーダーや主任ケアマネジャー等（指定申請上の
届出を要件とする場合もある）

職種手当と役割手当で
職種間の賃金差を調整する方法



資格手当（稼働資格手当の例）
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資格名 職種名 
月給制 
手当額 

時給制 
手当額 

初任者研修 介護職員 1,000 円 5 円 

ホームヘルパー２級 介護職員 1,000 円 5 円 

介護職員基礎研修 介護職員 3,000 円 17 円 

ホームヘルパー１級 介護職員 3,000 円 17 円 

実務者研修 介護職員 3,000 円 17 円 

介護福祉士 介護職員 5,000 円 28 円 

介護支援専門員 
ケアマネジャー、包括ケアマネジャー、 
包括相談員 

14,000 円 80 円 

主任介護支援専門員 
ケアマネジャー、包括ケアマネジャー、 
包括相談員 

15,000 円 86 円 

社会福祉主事任用資格 相談員 3,000 円 17 円 

社会福祉士 相談員、包括相談員 15,000 円 86 円 

精神保健福祉士 相談員、包括相談員 15,000 円 86 円 

准看護師 看護師 10,000 円 57 円 

正看護師 看護師、包括相談員 15,000 円 86 円 

保健師 看護師、包括相談員 30,000 円 172 円 

 

職種手当と資格手当の組み合わ
せも要検討



ランクアップ手当

（ランクアップ手当）

第×条 ランクアップ手当は、介護職員の介護スキルレベルに基づいて決められたラ
ンクに応じて支給する。なお、ランクの決定等の詳細は、ランクアップチャレンジマ
ニュアルに定める。

２ ランクアップ手当にかかる月給制の手当額は、別表10に定める。

３ 試用期間中の職員に対しては、ランクアップ手当は支給しない。
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スキルアップも介護職員のみで
はなく多職種へ展開する？



処遇改善加算手当、特定加算手当
（処遇改善加算手当）

第×条 「介護職員処遇改善加算」（以下、「処遇改善加算」という）制度に基づき、介護職員
の待遇改善及び資質向上のため、一定の金額を処遇改善加算手当として介護サービスに従事す
る介護職員に支給する。

２ 月給制で勤務する介護職員の処遇改善加算手当額は、別表11に定める。

３ 介護職を兼任する職員として法人が認める者については、他の職務との兼務割合に応じて
処遇改善加算手当を支給する。

４ 処遇改善加算手当は、処遇改善加算制度が変更又は廃止された場合には、支給額の変更又
は支給の終了等を行うことがある。

５ 処遇改善加算手当は、労働基準法第41条第２号の管理監督者（以下、「管理監督者」とい
う）については支給しない。

（特定加算手当）

第×条 「介護職員等特定処遇改善加算（以下、「特定加算」という）」制度に基づき、介護職
員の更なる待遇改善のため、及び介護職員以外の月給制の職員で法人が認める者の待遇改善を
行うため、特定加算手当を支給する。

２ 特定加算手当の対象となる職員とその手当額は別表14に定める。

３ 特定加算手当は、特定加算制度が変更又は廃止された場合には、支給額の変更又は支給の
終了等を行うことがある。

４ 特定加算手当は、管理監督者については支給しない。
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新加算への対応は、ベースアッ
プ加算分を含めた原資から手当
の集約・再設計が望ましいので
はないか（複雑に分ける必要が

なくなったため）



La Fin

介護事業所の労働環境改善に
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